
予算要求資料

平成26年度当初予算　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：中小企業振興費
	事業名　「社会人養成塾」キャリア教育実践事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　商工労働部　産業技術課　産業人材育成係　電話番号：058-272-1111（内3134）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11352@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　1,300千円（前年度予算額： 2,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,500

	要求額
	1,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,300

	1月29日時点
査定額
	1,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,300

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
キャリア教育・職業教育の充実が求められるなか、教育施策との連携のもとで次代を担う産業人材を育成・確保する必要がある。モノづくりを通じた職業意識・職業観の涵養、進路選択への意識付けなどの取組を強化していくことが重要な課題となっている。
　このため、県内の工業高校生に、モノづくりに対する意欲の向上を図り、社会的に評価されるものづくりの技術・技能を身に付けることを目的とした環境づくりを行う。
（２）事業内容

「社会人講師合同交流会」
　　工業高校生を対象とし、将来の技術・技能者として、専門分野に対する技能向上を図るための支援を行う。
（３）県負担・補助率の考え方

　　県内の工業高校生を対象としており、県内企業の技術・技能者としての活躍を期待するものであり、県で実施することが妥当である
（４）類似事業の有無
　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	300
	講師報償費

	旅費
	94
	外部講師費用弁償、

	需用費
	706
	実習経費

	役務費
	170
	機材運搬費、保険

	委託料
	
	

	工事請負費
	
	

	補助金
	
	

	その他
	30
	車両借上げ料

	合計
	1,300
	


	　１月２９日時点の査定額の考え方　




	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	県内の工業高校生に、モノづくりに対する意欲の向上を図り、社会的に評価されるものづくりの技術・技能を身に付けることを目的とした環境づくりを行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	社会人講師派遣

合同交流会
	（H  ）
	（H  ）
	5回
（H24）
	5回
（H25）
	5回
（H26）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

社会人講師派遣合同交流会　4講座（10校、のべ85人）を実施予定
（1講座については、台風により中止）


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　「社会人講師派遣事業」の社会人講師派遣合同交流会では、国際たくみアカデミーを会場に、４職種について県内工業系高等学校10校から高校生が集まり、社会人講師より実技指導を受け、また、高校生同士の交流を深める。（1講座については、台風により中止）




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

◯

	・高校生モノづくりコンテストの審査員である熟練技術者から直接指導を受けることにより、学生の技術・技能の向上を図るため必要である。



	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

◯

	・高校生、学校、講師ともに満足度は高く、効果的な事業となっている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

◯

	・国際たくみアカデミーにおいて他校の生徒とともに熟練技能者から直接指導を受けることにより、岐阜県下の高校生に対し効率的に、技術・技能の向上を図ることができる。


（今後の課題）

	　開催時期についての見直しの要望があるため、教育委員会とさらに連携を図りながら開催する必要がある。



（次年度の方向性）
	高校生、学校、講師ともに満足度は高く、効果的な事業となっていることから、引き続き「社会人講師合同交流会」を実施し、岐阜県下の高校生の技術・技能向上を図る。



